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１　ファウスト的取引きとしての原子力
「人間が原子力を手に入れたことは「ファウスト的取引き」と言われて
いる。即ち人類は，原子力を利用することにより莫大な量のエネルギー
を手にする代りに，莫大な危険をも背負わなければならず，しかもその
危険は人類にとって永遠と呼べる時間続くのである。例えば，原子力利
用により生ずる放射性廃棄物は，数十万年にわたる隔離が必要であるし，
人類は永遠に核爆弾の脅威から逃がれられないだろう。そして，人間と
いうものが永遠性を保証できない以上，人間は倫理上の罪をも背負うこ
とになり，それが知識の代りに魂を売り渡す「ファウスト的取引き」と
呼ばれるゆえんである。」〔小出 1977，３頁〕
「ファウスト的取引きとしての原子力」という概念は，「軽水炉の父」と
呼ばれたアメリカの核物理学者，ワインバーグが初めて唱えたと考えられ
る〔Weinberg 1972〕。ワインバーグに触発され，環境経済学者のクネーゼ
が，原子力開発の評価に費用便益分析を用いるべきではないという趣旨で，
ファウスト的取引きの概念を用いた。このクネーゼの論文が，都留重人が
原子力開発に反対する契機となったという（菅井益郎氏へのヒヤリングに
よる）。冒頭に引用した小出論文には，必ずしもワインバーグやクネーゼは
言及されていないものの，ファウスト的取引きとしての原子力の一つの典
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型的な定義が示されていると考えられる。ファウスト的取引きは，ワイン
バーグ以来，原子力問題を考える鍵概念の一つとなっている。
現在，東京電力福島原発事故を踏まえて，日本のエネルギー政策を見直
す議論が進められている。その中でも「現在世代の原発（とそこから生み
出される電力）のために，将来世代に放射性廃棄物管理を強制する悪魔の
ような取引であり，A・クネーゼが「ファウスト的取引き」と呼んだのも
頷ける」〔植田 2013，91頁〕などと言及されている。
本稿では，ファウスト的取引きとしての原子力に関する既存の議論を再
検討することにより，福島原発事故以降の日本に求められる，原子力問題
に関する意思決定のあり方を論じる。
２　ワインバーグのファウスト的取引き
Weinberg（1972）では，まず，執筆当時の原子力発電技術の状況とし
て，原子炉の種類や設備容量などが紹介され，原子力発電にともなう環境
影響として，廃熱と通常運転時の放射性物質排出の問題が指摘されている。
さらに，原子炉事故に関して，事故防止のための対策技術が紹介され，核
燃料輸送に関して，輸送時の事故の頻度や規模からリスク評価がなされて
いる。最後に，核廃棄物に関して，地下の岩塩鉱床での保管策に対する評
価がなされている。
同論文を読む限り，ワインバーグのファウスト的取引きという問題提起
は，こうした原子力発電の安全性に関わる技術や制度を評価する過程で形
成されたものと考えられる。そこで，ここでは核燃料輸送を例にとって，
ワインバーグのリスク評価の考え方を紹介する。ワインバーグは，使用済
核燃料を鉄道輸送する状況を想定し，まず，アメリカにおける脱線率が，
車両１台１マイルにつき10-６の確率（100万マイルに１回の脱線発生）であ
ることを確認する。次に，使用済核燃料の運搬車両について，１年間に
12000両がそれぞれ1000マイル移動すると仮定すると，年間12回の脱線事
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故が起こりうることになるとする。ただし，これらの事故のうち，精油所
付近で衝突・炎上するといった重大事故となる確率は10-４～10-６であると
し，重大事故の発生確率を年間1.2×10-３～10-５回と求めている。つまり，
1000～10万年に１回あるかないかという大事故を想定し，運搬容器はこう
した事故にあっても壊れないように設計されていると論じている。
単純な確率的リスク評価においては，１万年に１回あるかないかの大事
故でも対応できる設計がなされていることを指摘した後は，ただちに「し
たがって安全である」と結論づけるかもしれない。しかし，ワインバーグ
自身は別の方法がよいかもしれないと論を進める。具体的には，発電所と
再処理工場を集中的に立地させることで，運搬時のリスクを減らすことを
提案している。ただし，この案にも問題点があることを認めており，冷却
や送電に支障が出ること，軍事活動の標的にされるリスクが高まること，
地震の被害を一度に受けることを指摘している。したがって，核燃料輸送
によるリスクと集中立地によるリスクを比較考量して意思決定を行う必要
があることになる。
ここに至って，ワインバーグは，こうした問題は「専門家同士の科学的
な意見交換〔いわゆるピア・レビュー〕ではなく，法的あるいは政治的な
過程によってのみ判断を下すことができる，科学を超えた（trans-scientific）
問いである」〔前掲，31頁〕と述べる。起こりうることすべてを科学者が評
価することは決してできないので，自分たちがもっている証拠を提示し，
情報に基づいた意見に依拠した政策がなされるように期待するのが，科学
者にできるせいぜいのことであると論じている。つまり，科学的手続で判
断できる問題と，それを超えた問題とを峻別することが，原子力問題に関
する意思決定の前提となることを確認している。その上で，「この素晴らし
い新種の炎〔核エネルギー〕を扱う上での，人間の制度の妥当性」〔前掲，
28頁〕を問うた論考の結論として，ワインバーグは「われわれ核技術者は，
社会とファウスト的取引きを結んでいる（We nuclear people have made a 
Faustian bargain with society.）」〔前掲，33頁〕と述べる。
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Weinberg (1972) では，この取引自体の意味は十分に論じられていない。
しかし，ワインバーグのいわば絶筆となった共著論文（2006年10月３日に
投稿され，同18日に死去），Spreng et al. (2007) の中で，Weinberg (1972) 
におけるファウスト的取引きの意味が詳論されている。そこで以下では，
Spreng et al. (2007) による解説を用いて，Weinberg (1972) のファウスト的
取引きの意味を考えることとする。なお，Spreng et al. (2007) 以外に，ワ
インバーグ自身がこの問題を再論した論文として，Weinberg (1995) が挙げ
られる。しかし，本稿ではワインバーグがファウスト的取引きとして論じ
ようとした内容を確認するために，Spreng et al. (2007) を採り上げる。
Spreng et al. (2007) は，気候変動対策として導入が検討されている，炭
素回収貯留技術（CCS）を「もう一つのファウスト的取引き」として論じ
ている。その中で，ワインバーグのファウスト的取引きについて，「核廃棄
物 を 超 長 期 間 に わ た っ て 安 全 に 貯 蔵 す る た め に 必 要 と さ れ る 警 戒
（vigilance）を割り引いて考える（discounting）ことに対する警告をし，そ
の苦境（predicament）をファウスト的取引きとして描いた」〔Spreng et al. 
2007，851頁〕と紹介している。より詳細には，まず，ゲーテの戯曲『フ
ァウスト』の概要を説明した上で，ファウスト的取引きの意味を「メフィ
ストーフェレス〔悪魔〕がファウストを助け，時間を克服し，永遠の進歩
の一部分となることによって不滅となるようにする一方，ファウストは決
して休まず，更なる進歩を求めて努力しつづけることを約束する」〔前掲，
852頁〕という二面性のあるものであると論じる。そして，当時の原子力に
はまさにこの両面が存在していたと指摘する。すなわち，格安の電力がも
たらす気楽な生活という誘惑と，核廃棄物の面倒を見続けなければならな
いという義務である。しかも，もしこの義務を逃れようとすれば，極端な
シナリオでは人類の終わりをも意味しうる。
さらに，Spreng et al. (2007) では，より一般化して，技術論的なファウ
スト的取引きの解釈を提示している。すなわち，「直面している問題への技
術的対応を，長期的には負の帰結をもたらすかもしれない解決と交換する
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こと」であり，これは技術的な進歩に内在する危険であると論じている。
したがって，問題となるのは，ある技術が解決する既知の問題と，それが
生み出す未知の問題とを，どう比較考量するかということになる。Weinberg 
(1972) で提起された「科学を超えた問題」と同様の構造といえる。
「科学を超えた問題」について，ワインバーグは「法的あるいは政治的な
過程」つまり，科学の外側で社会が決めるべきことであるとの立場を示し
ている。ただし，先の引用でワインバーグが，「われわれ核技術者」を「社
会」と契約を結ぶ相手として捉えていることには注意が必要である。文字
通り「社会」を「ファウスト」に置き換えると，「われわれ核技術者」は
「メフィスト」ということになり，解釈が難しい。自分たちが人類の生殺与
奪を握っている「悪魔」であるという解釈は成り立ちうるかもしれない。
しかし，類似の解釈をしたJohn W. Gofmanの議論を，Spreng et al. (2007) 
ではファウスト的取引きを誤解した例として挙げている。むしろ，「われわ
れ核技術者」は「社会」を代表する「ファウスト」として「メフィスト」
と契約をし，永遠の義務を直接的に担う役割を果たしていると解釈すべき
かもしれない。その場合，核技術者に求められる責任あるいは決意を示し
た表現，あるいは，自らの「崇高な」役割を美化した表現ということにな
る。実際，同論文では，ファウスト的取引きの二面性について，「ファウス
トを誘惑しようとする悪魔の見方」と，「自らの役割を決して投げ出さない
と知っているファウスト（そして神）の見方」と論じている部分もある〔前
掲，853頁〕。冒頭に引用した小出が，原子力発電に批判的な立場から「人
間というものが永遠性を保証できない以上，人間は倫理上の罪をも背負う
ことにな」ると論じていることに比べ，楽観的な認識が際立つ。
もう一点，先の引用において，「have made」と現在完了形が用いられて
いることにも留意しておく必要がある。この表現には，意思決定は社会の
側が行うものではあるが，既にその決定は行われているという認識が含意
されていると考えられる。したがって，ワインバーグにとって，ファウス
ト的取引きとしての原子力とは，原子力に依存した社会を創るべきか否か
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は社会の側が決めるべきことであるが，既にその方針は決められており，
後は自分たち核技術者が自らの責任を全うすることが必要である，という
意味を持つものと解釈できる。
３　クネーゼのファウスト的取引き
クネーゼは，当初「核燃料サイクルにおける予期せぬ出来事と費用便益
分析」と題していた論文を「ファウスト的取引き」に改題したとされる
〔Kneese 1973〕。これは，同論文の記述から判断して，明らかにワインバ
ーグの前出論文の影響を受けたものと考えられる。クネーゼにとって，フ
ァウスト的取引きとは，原子力開発に関する意思決定に費用便益分析を適
用することが不可能であることを意味し，Kneese (1973) の冒頭で以下の
ように端的に主張されている。
「費用便益分析は，大規模な核分裂エネルギー依存型経済を発展させる
ことが望ましいことかどうかという非常に重要な政策的問題には答える
ことはできない。費用便益分析にそれを期待することは，担いきれない
責務を負わせようとすることである。というのは，これらの諸問題が深
い倫理的な性格を帯びているからである。費用便益分析は決してこのよ
うな問題に解答を与えることができないばかりでなく，かえってそれら
を曖昧にする恐れすらある。」〔クネーゼ 1974，2頁〕
クネーゼは，費用便益分析が適用不可能である主要な理由として，以下
の通り，世代間衡平の問題を挙げている。その上で，ワインバーグ同様，
専門家が決定すべき課題ではないという立場を示している。
「ここでわれわれが問題としたいのは，今後何世代にもわたって人類に
影響を及ぼすかもしれない危険性についてであり，更には衡平の問題で
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あって，これは，瑣末なこととして無視することができないし，また既
知のいかなる理論的経験的な基礎によっても評価することができない。
このことは物理学者であれ，経済学者であれ，いずれにしても専門家た
ちが，このような危険性を惹き起こす決定を正当性をもっては下しえな
いということを意味している。われわれの社会は深淵な道義的問題に直
面しているのだ。」〔クネーゼ 1974，３頁〕
ただし，クネーゼはワインバーグとは見解が異なる。以下の通り，原子
力開発を今後も進めるという社会的な決定は未だ行われておらず，原子力
への依存が低い今のうちに，ファウスト的取引きを行うべきか否かの意思
決定をすべきであると論じている。
「近い将来，まだ核分裂エネルギーへの依存を一定範囲内におしとどめ
ておくことのできるうちに，議会はこのファウスト的取引きに関してオ
ープンで明瞭な決定をくだすべきであると私は信ずる。そしてこの決定
は，問題の本質に見合うほど真剣にかつ詳細な点にわたって十分に国民
的論議を尽した後でなされるのが最も良いであろう。」〔クネーゼ 1974，
３頁〕
なお，同論文の邦訳につけられた解題では，ファウスト的取引きにおけ
る取引主体について，以下のような解釈が示されている。
「原子力利用が人類に対して重大な脅威を与える可能性がきわめて大
きいにもかかわらず，今まさに一部の人たちが，それに関してメフィス
トフェレスと取引しようとしていることに対して，彼は警鐘を打ち鳴ら
すのである。」〔全国原子力科学技術者連合 1974，８頁〕
クネーゼは，Kneese (1973) で提起した，原子力開発の評価に費用便益分
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析を適用することの倫理的問題性について，後年，より深く掘り下げた論
文を発表している〔Kneese and Schulze 1985〕。同論文では，４つの異な
る倫理体系を明示的に用い，費用便益分析を行う可能性が検討されている。
４つの倫理体系とは，具体的には，①ベンサム的功利主義（Utilitarian），
②ロールズ的平等主義（Egalitarian），③ニーチェ的エリート主義（Elitist），
④パレート的自由至上主義（Libertarian）である。①では，将来世代も含
めた社会全体の効用の最大化が行われ，②では，マキシミン・ルールによ
り，効用が一番小さい個人の効用の最大化が繰り返される。③では，最大
の効用を達成できる個人の効用が最大化され，④ではパレート最適な状態
が達成される。
一般的な費用便益分析では，①の枠組みが前提とされているが，Kneese 
and Schulze (1985) では，目的関数の形を変えることで，②と④の枠組みに
よる評価をも可能にしている。事例としては，原子力開発について，特に
核廃棄物の問題に着目して分析している。その結果，①の枠組みでは，将
来が割り引かれるので開発を推進すべきという結論になる。一方，②と④
の枠組みでは，将来に対する補償が可能か否かが鍵になる。最終的には，
どちらも１万年以上先の世代に補償するのは不可能であるとの判断から，
原子力開発は推進すべきではないとの結論が示されている。
このように，クネーゼにとって，ファウスト的取引きとしての原子力と
は，原子力に依存した社会を創るべきか否かは社会の側が決めるべきこと
であり，その方針はこれから議論されるべきであり，その際には，判断の
前提となる倫理が決定的に重要であるという意味を持つものと解釈できる。
４　都留重人のファウスト的取引き
都留は，クネーゼのファウスト的取引きの翻訳を掲載した『公害研究』
の特集論文の中で，ファウスト的取引きとしての原子力について，以下の
ように言及している。
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「原子力発電で１国の電力需要のかなりの部分をまかなおうとするこ
とは，知識と交換に魂を売る「ファウスト的取引き」であると言われる。
そこには，経済計算をこえたあまりにも大きな問題があって，決定をく
だす立場にある責任者は，慎重のうえにも慎重であることを要求され
る。」〔都留 1974a，１頁〕
以下では，都留が「経済計算をこえたあまりにも大きな問題」という問
題の内容を，都留（［1974b］1975）に依拠して確認していく。都留は，以
下の通り，まず，原子力開発の経済評価には，社会的費用・便益を考慮に
入れた上で費用便益分析を行う必要があることを確認する。
「市場の網ではすくいきれないような随伴的費用や随伴的便益は，費用
便益分析を通じてこれを拾いあげ，「広い意味での希少資源」（たとえば
清浄な大気や自然の美観を含む）利用の効率化をはかる必要が生ずる。
代替的発電方式を経済的に比較する場合でも，こうした社会的費用・便
益を含んだうえでの計算でなければ，優劣を論ずることはできない」〔都
留［1974b］1975，497頁〕
その際，以下の通り，社会的費用・便益の評価が社会的価値観に依存す
ることにも留意しており，先述のクネーゼの倫理体系を重視した議論とも
相通じるところがある。
「社会的費用や社会的便益は市場での評価を受けることが不可能に近
いから，その計算には，どうしても何らかの便法を利用するよりほかな
い。しかもその便法は，便法であるといいながら，社会的価値観と独立
には立てえないというのが，経済学者一般の理解である。」〔前掲，497-
498頁〕
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ただし，クネーゼと異なり，都留の議論は以下のように，社会的費用が
計測困難であることに収斂してゆく。
「原子力（核分裂）発電に関連して，社会的費用計算の対象となりうる
事項を列挙すれば，つぎのとおりである。
１　事故によって生ずる被害の可能性
２　温排水がもたらす生態系への被害
３　高レベル放射性廃棄物の貯蔵に伴う費用
４　核燃料再処理施設からの放射性廃液がもたらす被害
５　廃棄炉の永年管理に伴う費用
６　増殖炉の場合，核燃料サイクル中に大量に存在するプルトニウム
を完全管理するための費用
以上の事項すべてについていえることは，われわれはまだ社会的費用
を定量化できるほどには経験を積んでいないということである。」〔前掲，
500頁〕
「定量化できるほどには経験を積んでいない」という表現に象徴されると
おり，社会的費用が計測できない理由としては，科学的・技術的知見の不
足が主因としてあげられている。そして，以下の通り，社会的費用が定量
化できない，したがって費用便益分析が適用できないという論理展開がな
されており，結論部分からは社会的価値観に関する議論が抜け落ちている。
「原子力（核分裂）発電の社会的費用を定量化すること，したがってそ
の費用便益分析を行うことは不可能であるということがわかる。ここに
提起されているのは，費用便益分析というような課題ではなく，危険対
便益の問題であるといったほうがよい。あるいは，クネーゼやワインバ
ーグにならって，われわれは「ファウスト的取引」をしているというべ
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きかもしれない。」〔前掲，503頁〕
一方，クネーゼの指摘する倫理の問題は，仮に社会的費用が計測できた
としても，未解決のまま残される。その意味では，クネーゼの議論の方が，
費用便益分析批判としては，射程がより遠いと考えられる。
ただし，ここでの都留の議論は，以下の文章から読み取れるように，原
子力発電の経済性を問うことに主眼を置いていたとも考えられ，その意味
では上記の論理で目的を達せられているともいえる。
「明らかに原子力（核分裂）発電は，アメリカでも日本でも，科学技術
より一歩先んじた計画に縛られているようだ。経済学がその計画の根拠
にないことだけははっきりしておかねばならぬ。」〔前掲，504頁〕
実際，その後に公表された論文においては，原子力発電の経済性への批
判がより強くなっている。1974年時点では，経済性だけでなく安全性への
懸念も強調されていたが，以下のように，社会的費用を含まない直接的な
費用において，原子力発電の経済性を疑問視する論調に変化している。
「原発の問題も，このコストの次元での優劣が一つの決め手となろう。
もちろん，安全性の問題や核ジャックの危険性など，原発につきものの
マイナス要因があるが，これも或る程度まではコストの問題に置き換え
ることができる。」〔都留 1977，２頁〕
「原子力は安いということが，数年前まで言われたものだったが，現段
階であらためてコスト比較の計算を厳密に行うことを提案したい。安全
性の問題でたとえば「ラスムッセン報告」が信頼できるかどうかを議論
する前に，コストでの勝負をまず決めておく必要があろう。」〔前掲，2
頁〕
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「われわれは，かねてから，原子力発電にかんして，その経済性をまず
明らかにすることの重要性を主張してきたが，もちろんそれは，安全性
の問題や社会的インパクトの問題を過小評価したからではない。経済性
こそが第一関門で，そこを通りえないのだったら，そのあとの問題は議
論の必要もないというのが，われわれの考え方である。」〔都留 1978，１
頁〕
こうした論調の変化は，当時の論文に見られる，以下のような原子力発
電の経済性を損なう事実によって裏打ちされていたと考えられる。当時，
欧米の動向調査や研究報告などを通じて，建設費の高騰，濃縮・再処理費
用の増大，設備利用率の低迷といった実態が明らかになってきていた。
「今後の我が国の原子力産業は経済的にみて採算があうのかどうか，全
く怪しいといわねばなるまい。いまほど，原子力産業の経済分析が必要
な時はなかろう。」〔永井 1975，58頁，注5〕
「ウラン燃料価格はここ数年急上昇し，同時に発電所の建設費も急上昇
することによって，「原子力の発電単価は重油火力の半分」という期待は
水泡にきし，今日では火力なみとなっているのである。今日，原子力エ
ネルギー開発に当って必要なことは，ウラン燃料取得と発電単価の問題
を，総合エネルギー政策の中に正しく位置づけることである。」〔塚谷・
永井 1976，25頁〕
「再処理，プルトニウムと減損ウランの軽水炉への再利用によってもた
らされる経済的な純便益は，不確実性はあるものの，ゼロあるいはマイ
ナスになる可能性が強く，また，商業用再処理工場は，政府からの大規
模な補助金がなければ操業不可能である。そして，再処理と再利用は，
157
プルトニウムの拡散，プルトニウムによる職業被爆と市民に与える健康
障害などの社会的費用を，産み出しかねないのである。」〔永井 1977b，
56頁〕
「増殖炉の経済性を評価するために，軽水炉との比較をおこなったが，
増殖炉を予定通り1993年に導入することの経済的便益は，増殖炉開発と
実証のコストを考慮するとマイナスになる可能性が強い。また，増殖炉
導入を21世紀まで延期したとしても，そのことによって失なわれる経済
的損失は著しく小さい。」〔前掲，57頁〕
「米下院の政府活動委員会が『原子力発電コスト』と題する報告書を提
出し，その中で「一般の信頼に反し，原子力発電は，もはや低廉なエネ
ルギー源ではない」という結論を述べて注目を呼んでいる。」〔都留 1978，
１頁〕
以上のとおり，ファウスト的取引きとしての原子力は，都留が原子力開
発に批判的な立場から検討を進めることになる，主要な契機となる概念で
あったと思われる。一方で，その後，研究が進むにしたがい，「第一関門」
としての（狭義の）経済性に議論の焦点が絞られ，ファウスト的取引きの
議論に内包されていた社会的価値観や社会的費用の問題は後景に退いてい
ったと考えられる。
５　日本の原子力開発体制の構造的問題
ここまで，ファウスト的取引きとしての原子力に関わる，日米の主要論
者の主張の異同を確認してきた。一連の議論が行われた1970年代は，原子
力開発の歴史においては，1960年代後半の軽水炉発電ブームによる原子力
の民事利用の躍進が，原子力発電システムの安全性に対する懸念の高まり
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によって動揺した時期に当たる〔吉岡 2011〕。その結果，アメリカにおい
ては，まさに経済性の議論を経て新規の原子力開発からの撤退が始まり，
スリーマイル島原発事故がその方向を決定づけた。
一方，日本では「あたかも完璧な計画経済が貫徹されているかのごとく，
原発の設備容量の「直線的成長」が70年代から90年代半ばまでの四半世紀
にわたり続いてきた」〔吉岡 2011，143頁〕と称されるように，アメリカと
は対照的な経路をたどった。この背景には，ファウスト的取引きの議論に
おいて問題とされた安全性および経済性の観点が，いずれも実際上問題と
ならないような，日本の原子力開発体制が存在した。具体的には，吉岡は
「財産権処分問題さえ解決してしまえば，原発建設計画の前に立ちはだかる
重大な障害はなくなるという日本特有の事情」や「原発建設計画の許認可
権は，原子力発電推進の立場をとる中央官庁〔中略〕がほぼ全面的に掌握
しており，国会・内閣・裁判所による官僚機構に対するチェック機能が働
かず，地方自治体の法的権限も皆無に等しく，国民や住民の意見を政策決
定に反映するメカニズムが不在」であること〔以上，吉岡 2011，161頁〕
を挙げている。また，80年代初頭に『公害研究』に掲載された座談会では，
電力が足りなくなるという脅迫のもとで，素材産業の景気浮揚策として進
められた原発建設の実態，それを可能にした電気料金や電源三法の制度が
指摘されている〔菅井・宮嶋・田尻・永井・柴田 1982〕。以下の発言は，
こうした構造的問題を端的に示している。
「〔永井〕アメリカの場合ですと，電力会社は民間企業ですから，こう
したバック・エンドに不確実性があれば，建設費の高騰などの要因を考
慮して，原発の経済性に疑問を投げかけ，撤退しはじめるということに
なり，事実そうなっているのですが，わが国の場合は，電力会社はまさ
に独占企業であり，費用の追加は全てレート・ベースに組み込めるとい
う料金設定の考え方があるものですから，電力会社は原発の本来の経済
性など考えてもいないのではないかと思われます。そして，経済性を問
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題にしないということは，つまり放射性廃棄物の処理・処分もまともに
考えてはいないのではないかと言わざるを得ないのではないでしょう
か。こういうところに，現在の電源開発の構造的な問題というものがあ
るのではなかろうかというふうに思ったわけです。」〔前掲，69頁〕
前節で確認したとおり，都留は論点を経済性に絞って原子力開発批判を
進めたが，日本では原子力開発の推進にあたって経済性を問題としない（そ
して後には安全性を疎かにする）構造が形成されていたことになる。その
構造が維持・強化され，福島原発事故を迎えてしまうことになった。福島
原発事故後，当時の民主党政権下のエネルギー政策の抜本的な見直しによ
って，初めてこの構造にメスが入れられるかとの期待が生まれた。しかし，
その後の自民党安倍政権は原発再稼働路線を明確に打ち出し，旧来の原子
力開発推進体制が再び息を吹き返しつつある。
６　永井進のファウスト的取引き
現在，川内原発を突破口として原発再稼働が進められようとしており，
日本の脱原発に向けた取り組みは一つの正念場を迎えている。状況的に，
原子力開発推進体制の変革は困難な課題ではあるが，変革のための糸口と
して，最後に，永井進によるファウスト的取引きの解釈を検討する。
前提として，これまでに検討した主要なファウスト的取引きの解釈を整
理しておく。まず，ワインバーグに代表されるように，原発推進側が，取
引きが行われることを前提としてファウスト的取引きに言及する場合，せ
いぜいが自己の役割の大きさを認識し，その役割を全うしようという決意
表明に過ぎない。ともすると，自己の社会的権力の強化につながりかねな
い。当然，取引き自体の妥当性の評価にはつながりにくい解釈である。
一方，クネーゼや都留のように，社会的な技術選択の問題としてファウ
スト的取引きを考えた場合，取引きの妥当性を問う道が開かれる。しかし，
「ファウスト的取引き」再考
160
実際に政策的意思決定に反映されるか否かは，当該意思決定が行われる社
会の意思決定のあり方，社会・経済システムのあり方に依存する。1970年
代以降の歴史的経緯からは，アメリカでは政策的意思決定に反映されたが，
日本では反映されなかったといえる。
したがって，ファウスト的取引きの発する問いかけを，意味のある政策
的議論につなげるためには，単なる社会的技術選択としてではなく，社会・
経済システムに埋め込まれたものとして，問題を捉え直す必要があると考
えられる。つまり，ある社会でファウスト的取引きが行われるとすれば，
その社会に存在する多様な利害関係者のそれぞれが，取引きに参加するこ
とに何らかの意味を見出していると考えられる。取引きを防ぐためには，
社会・経済構造を変革することによって，そうした意味を無効化すること
が求められる。永井によるファウスト的取引きの解釈は，まさにこうした
可能性を内包していたといえる。
永井は，まず以下のような認識を示している。
「原子力発電をどう考えるかという質問を受けたとき，判断材料はたし
かにいくつかある。しかし，その判断の多くは，将来のこと，不確実な
ことと深く結びついており，しかも原子力開発における「ファウスト的
取引」といわれる両義性を有している。」〔永井 1977a，161頁〕
この両義性の意味を掘り下げるため，永井は「悲惨な公害を経験したわ
が国においては，原子力発電を進めていく際に不可避的に伴うこの不確実
性を悲観的にとらえる性向が強い」とし，その原因を「現代の科学伎術の
あり方に多くの人々が不信感を抱いているから」と位置づける。その上で，
「現代の巨大な科学技術は人間に対して抑圧的で，環境破壊的であるといわ
れるゆえんは，科学技術そのものの性格にあるというよりは，その巨大な
科学技術を取り込む経済構造の性格にある」ことを指摘し，具体的には「現
代の巨大技術が一方で大規模な生産力を産み出し，多くの人々の生活に影
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響を与えるのに対して，他方でその巨大技術の公共性が著しく低下」〔以
上，前掲，161頁〕していることにあると論じている。
以上のように，永井は，ファウスト的取引きとしての原子力を，単なる
技術選択ではなく現在の経済構造によって規定される問題として位置づけ
た上で，以下の通り，その構造を転換する可能性・必要性を論じている。
「〔石油という〕低廉なエネルギーによって構造づけられた市場経済は，
エネルギー多消費型の産業構造を作り出し，またエネルギーを多量に消
費する社会的消費様式を作り出した。しかし，長期的な経済発展とか経
済福祉の増加とかは，そのような社会経済構造を不変として，そのまま
大規模にすることであるということを意味しないのであって，高価なエ
ネルギーとか人間環境を保全するというような価値観が定着するような
社会経済構造は，これまでのそれとは質的に異なるであろう。したがっ
て，原子力発電計画も，このような社会経済構造の質的転換を考慮に入
れるべきなのである。」〔前掲，172頁〕
このような，技術を宮本憲一の「中間システム」〔宮本 2007〕の一要素
として位置づけ，システムの変革を通じて，「新しい時代に即した社会経済
構造を模索していく」〔永井 1977a，173頁〕というビジョンは，日本がは
まり込んだファウスト的取引きの陥穽から抜け出す展望を先取りしていた
といえる。このビジョンが，ドイツのエネルギー転換の取り組みによって，
まさに今実現されつつある。日本も後に続く必要がある。
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“The Faustian Bargain” Reconsidered
Hidetoshi YAMASHITA
《Abstract》
In 1971, Alvin M. Weinberg termed nuclear energy a Faustian bargain. 
With the term Faustian bargain, he cautioned against discounting the 
vigilance required to safely store nuclear waste for very long time spans. 
Thereafter, the term has been used frequently in discussions on nuclear 
policy. Among them, the uses of the term by Allen V. Kneese and Shigeto 
Tsuru were typical examples of usage by economists. Kneese used the 
term to insist that cost-benefit analysis could not justify the use of nuclear 
energy. Tsuru also shared the view of Kneese and pointed out that social 
costs caused by the use of nuclear energy could not be estimated properly. 
Their view of nuclear energy as a Faustian bargain posed the question of 
the social choice of technologies. But whether the question would be taken 
into account in the actual policy-making process depended on the social 
structures within which the process ran. In Japan, the question was 
ignored. On the other hand, the view of Susumu Nagai on nuclear energy 
as a Faustian bargain seems to present a possibility of realizing a policy-
making process open to such a question.
